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要約 
世界人口は 2050 年には 96 億人を突破すると予測され、特にサブサハラ・アフリカでは

約 12 億人から 20 億人へと倍増する見通しである。同地域では農業が GDP の約 25％を占め

るにもかかわらず、生産性は世界平均の半分以下にとどまり、慢性的な食料不足が深刻化

している。その中でもマダガスカルは、就労者の約 6 割が農業に従事しているが、農村人

口の 83％が貧困ライン以下で生活している。人口は過去 60年間で約 6倍に増加した一方、

一人当たりの穀物生産量は減少傾向にあり、食料供給の課題が顕在化している。これら貧

困や食料問題に有効とされるのが農業技術導入であるが、その主要な障壁として「信用制

約」「情報の制約」「保険市場の失敗」が指摘されている。本稿では特に「保険市場の失

敗」に着目し、保険の代替的役割を果たし得るリスクシェアリングが農業技術採用の意思

決定にどのような影響を及ぼすかを検証する。 

先行研究から、保険制度が農業技術採択を促進すること、リスクシェアリングと保険制

度が代替的な関係性を持つこと、そしてグループ形成において同質性が重要な役割を果た

すことが明らかになっている。保険制度と農業技術採択の関係性を示す理論モデル、保険

とリスクシェアリングの代替的関係性を示す理論、および同質な構成員がリスクシェアリ

ング全体のリスクを増大させることを示す理論を用いて、分析の理論的基盤を構築した。 

2025年 8月にマダガスカル 3地域の計 23村において、669世帯を対象とした構造化イン

タビュー調査を実施した。分析には農業関連データが使用可能な 149 世帯のデータを用い、

統計ソフト Stata18による Probitモデルを用いた計量分析を行った。仮説Ⅰ「リスクシェ

アリングが行われている世帯ほど化学肥料の導入を行う」、仮説Ⅱ「個人が持つリスクシ

ェアリングの構成員との同質性が化学肥料の導入に影響を与える」という検証仮説を設け

た。分析では、健康、性格、世帯、農業、災害、地域の特性をコントロール変数として導

入した。 

分析の結果、リスクシェアリング規模は化学肥料導入に対して正の影響を与えており、

仮説Ⅰを支持する結果となった。これは、リスクシェアリングが保険の役割を果たし、新

技術導入のリスクを軽減することを示している。一方、構成員の同質性は化学肥料導入に

対して負の影響を与えており、仮説Ⅱを支持する結果となった。同じ村に住む親族という

同質的な構成員の割合が高いほど、リスクシェアリング全体の共変ショックへの対応力が

減少し、保険機能としての魅力が低下することが明らかになった。その他、外向性、ラジ

オ所持、牛所持が化学肥料導入に正の影響を与えることが確認された。 

分析結果を踏まえ、3 つの政策提言を行う。第一に「参加型ラジオ番組を活用した農業

情報共有プロジェクト」を提言する。これは農業省と大学機関が協働して制作する参加型

ラジオ番組を地方ラジオ局を通じて農村へ発信するものである。各村で月 1 回の共同聴取

会を開催し、農民全員が放送を聴取する。共同聴取会で得られた意見や質問は携帯電話を

通じて放送局に送信され、次回放送で取り上げられる。この双方向的仕組みによって、情

報格差の是正と主体的学習が促進される。 

第二に「共同実験型小規模グループの形成」政策を提言する。各村で 3〜5人の非親戚農

家からなる小規模グループを 5 グループ程度編成し、村の共有地を活用して共同実験畑を

設置するものである。化学肥料や新種作物などの新技術を小規模に導入し、グループ全員

で作業・観察・記録を行うことで、実践を通じた相互学習と信頼形成を促進する。月 1 回

の成果共有会を開催し、農業普及員による助言を受ける仕組みとする。この取り組みによ

り、リスクシェアリングの機能多様化を図る。1 村あたりの年間費用は約 10〜12 万円程度

であり、JICAなどの国際協力資金で十分賄える規模である。 

第三に「インデックス保険の導入によるリスク補完政策」を提言する。既存のネットワ

ークや共同実験型小規模グループを基盤として、村落単位のインデックス保険制度を導入

するものである。リスクシェアリングでは対応できない共変ショックに対する制度的補完
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を可能にし、非公式な相互扶助と公式な保険制度が互いを補完し合うことで、リスク管理

の多層的構造を形成する。 

本研究は、農業技術採用におけるリスクシェアリングと構成員の同質性に同時に注目し

た点で新規性がある。マダガスカルの貧困削減と農業生産性向上には、単なる技術移転だ

けでなく、信頼に基づく社会的ネットワークの構築が不可欠であることを実証的に示した。

また、日本の国際協力の観点から、持続的かつ相互利益的な支援の実現を通じて、グロー

バルな課題解決に貢献する道筋を提示している。 
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第 1 章 現状分析・問題意識 

 

第１節 はじめに 

 世界的な人口爆発と気候変動の進行により、食料安全保障の確保は国際社会における最

重要課題の一つとなっている。国際連合（2024）によれば、世界人口は 2050 年には 96 億

人を突破すると予測されており、特にサブサハラ・アフリカでは現在の約 12億人から約 20

億人へと倍増する見通しである。さらに同地域では、農業が GDP の約 25％を占めるにもか

かわらず、生産性は世界平均の半分以下にとどまり、慢性的な食料不足が深刻化している

（World Bank, 2023）。加えて、近年では気候変動の影響により収量の減少や市場の不安

定化が進行しており、農家が経済的リスクに直面する頻度は増加している（FAO, 2023）。

このような不確実性のもとで、農民が新たな農業技術を導入することは容易ではない。収

入が不安定な状況下で失敗すれば、生活が立ち行かなくなるというリスクが存在するため

である。こうした状況を踏まえると、アフリカにおける貧困削減と持続的発展の実現は喫

緊の課題であるといえる。 

 

本稿で取り上げるマダガスカル

は、アフリカ南東部に位置する島

国であり、世界最貧国の一つとし

て知られている。同国では就労者

の約 6 割が農業に従事しているに

もかかわらず、生産性はアフリカ

地域の中でも特に低く、農村人口

の 83％が貧困ライン以下で生活し

ている（INSTAT, 2022）。図 1は

2023年における農業の一人当たり

の付加価値と一人当たり GDP の国間の比較である。図が示す通り、マダガスカルは 2 つの

指標共に、各国と比較しても特に低い値をとっていることが分かる。また、マダガスカル

は日本を含む国際援助機関、たとえば JICA の PAPRIZ プロジェクトなどによって稲作技術

の普及支援が進められており、農業技術導入の現場を実証的に観察できる環境が整ってい

る。さらに、島国という地理的特性から、内陸アフリカ諸国に比べて外部市場との接触が

限定的であるため、地域内部の社会関係や情報ネットワークの影響をより純粋に観察でき

る点でも、研究上の意義は大きい。以上の理由から、本稿ではマダガスカルを分析対象と

して選定した。 

 

第２節 マダガスカルについて 
 

第 1項 マダガスカルの基本情報 
マダガスカルはアフリカ大陸南東部に位置する島国であり、総面積は約 58万平方キロメ

ートルに及び、日本の約 1.6 倍の国土を有する。人口は 2024 年時点で約 3,196 万人に達

し、年々増加傾向を示している。藤田（1988）によれば、同国では 1970年代以降、人口増

加と都市化の進展に伴い米の需要が拡大したが、生産がこれに追随できず低下に転じた。

その要因としては、生産基盤の脆弱化、技術水準の不足、ならびに経済政策の失敗などが

指摘されている。特に、灌漑設備の老朽化や地方道路の未整備により、生産・流通双方に

おける非効率性が顕著であり、農民が市場へアクセスする機会も限られている。加えて、

（図 1）世界開発指標(2025)より引用  
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教育水準の低さが技術普及の障壁となっており、農村地域では新技術や農業知識に関する

情報格差が深刻である。GDPは 153億米ドル、一人当たり GNIは 516米ドルにとどまり、経

済規模としても小さい。さらに INSTAT（マダガスカル国立統計研究所）が実施した 2021–

2022 年の世帯調査によれば、既定の貧困ライン以下で生活している人口は、マダガスカル

全体の 77％に達している。また、就労者の約 6 割が農業に従事しているという状況にもか

かわらず、農村部に限定すると 83％が貧困層に分類される。また、貧困層の中でも食料需

要すら満たせない極度の貧困状態にある人々は 59.7％に及ぶことが示されている。このよ

うに、マダガスカルの農業は国民経済の中心でありながら、生産性の低迷と構造的な貧困

の連鎖が依然として解消されていない。 

 
第２項 マダガスカルの農業の現状と課題 

 

 

 図２が示すとおり、マダガス

カルの人口は 1961 年から 2021

年にかけて約６倍に増加してい

る。このような人口増加の動向

から、将来的に米の生産が需要

に追いつかず、食料需要すら満

たせない極度の貧困状態に陥る

人口がさらに増加する可能性が

懸念される。したがって、米の

生産量を拡大することは、同国

における喫緊の政策課題である。

2025年 8月 20日のマダガスカル

農業畜産大臣フランソワ・セルジオ・ハジャリソン氏へのインタビューにおいても、米の

生産に関して「灌漑用地の開発及び水管理」「高収量の認証種子の流通」「国産の肥料生

産による輸入依存の脱却」という 3 つの要素に焦点を当てて戦略形成を行っているものの、

依然として水稲生産量は年間 500 万トンであり、マダガスカルの人口にとって不十分であ

ることが言及されていた。 

 

（図３）国連食糧農業機関(2025)「FAOSTAT」より筆者作成 

 図３はマダガスカルの 1961 年

～2021 年における穀物の生産量

を示すグラフである。長期的に

は緩やかな増加傾向を示してい

るものの、2000 年代初頭を境に

急激な上昇と不安定な変動が見

られる。これは、2000 年代に入

って JICA や FAO など国際機関の

支援による稲作技術導入が進ん

だ一方で、その後の政情不安や

自然災害（サイクロン、干ばつ

等）によって一時的に生産が落

ち込んだことを反映していると考えられる。 

グラフを見ると、1961年から 2021年にかけて変動はあるものの生産量は約 3.5倍に増加

している。図２とあわせて見てみると、農業が一定の成長を遂げつつも、人口増加のスピ

（図２）Federal Reserve Economic Data (2025)より筆者作成  
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ードに追い付けず、依然として低生産性・高脆弱性の構造を成していることが考えられる。 

 

 

 

 図４は、図２と図３を基に筆

者が作成したマダガスカルにお

ける 1961年から 2021年までの 1

人当たりの穀物の農業生産量の

推移である。図２、図３で確認

したとおり、人口は過去 60 年間

で約６倍に増加し、総生産量も

緩やかに上昇してきた。しかし

図３が示すように、一人当たり

の生産量はむしろ減少傾向にあ

り、1960 年代初頭の水準を大き

く下回っている。これは、人口

増加のスピードに生産拡大が追

いつかず、結果として一人当たりの食料供給量が減少していることを示している。また、

2000 年代半ばに一時的な回復が見られるものの、それは図３と同様に国際援助による技術

導入の一過的効果にとどまり、持続的な生産性向上には結びついていない。したがって、

マダガスカルの食料問題は単なる生産量の不足ではなく、構造的に低い生産性と人口増加

のギャップに起因していることが明らかであるといえるだろう。 

 Bart Minten および Christopher B. Barrett（2008）の研究によれば、近代農業技術の

採用率が上昇することで、極度の貧困状態にある人々の割合が減少することが示されてい

る。すなわち、近代農業技術の採用は、貧困拡大を食い止める有効な手段となり得る可能

性がある。しかしながら、Jeremy R. Magruder（2018）の研究は、途上国における農業技

術採用の主要な障壁として「信用制約」「情報の制約」「保険市場の失敗」の 3 点を指摘

している。今回本稿が焦点を当てるのは、このうちの一つである「保険市場の失敗」であ

る。 

Xavier Giné ら（2009）の研究によれば、教育年数の増加が保険加入に影響を与えるこ

とが示されており、保険の複雑性が導入の障壁となっていることが示唆される。教育年数

の不足は貧困問題と同様に途上国における深刻な課題であるため、保険加入率が短期的に

大幅に向上することは期待しがたい。 

そこで本稿が注目するのが、リスクシェアリングである。第 2 章で詳しく説明するが、

リスクシェアリングとは、個人や世帯が直面する不確実な損失や収入変動のリスクを、家

族やコミュニティと分担する仕組みや行動を指す。農業技術導入を促進するためには、保

険に代わるリスク分散機能を持つ社会的仕組みに注目する必要がある。そこで本稿では、

保険の代替的役割を果たし得る「リスクシェアリング」に着目し、それが農業技術採用の

意思決定にどのような影響を及ぼすかを検討する。 

 

 

第３節 問題意識 
第 1 節、第 2 節の現状分析で示した通り、マダガスカルにおける貧困問題は極めて深刻

であり、その規模の大きさから最貧国国家のひとつとして数えられる。さらに、農業部門

においては人口増加のスピードに生産拡大が追いつかず、一人当たりの食料供給量が減少

している。加えて、灌漑設備の不足や自然災害の頻発、保険や信用制度の未整備といった

（図４）Federal Reserve Economic Data、FAOSTAT(2025)

より筆者作成  

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

1
9
6
1

1
9
6
5

1
9
6
9

1
9
7
3

1
9
7
7

1
9
8
1

1
9
8
5

1
9
8
9

1
9
9
3

1
9
9
7

2
0
0
1

2
0
0
5

2
0
0
9

2
0
1
3

2
0
1
7

2
0
2
1

(

t)

1人当たり生産量の推移



ISFJ2025 最終論文 

 

9 

構造的な課題が、農業生産性の向上を阻んでいる そのため、早急な対応が不可欠である。

以上を踏まえると、マダガスカルの貧困削減と農業生産性向上には、単なる技術移転だけ

ではなく、信用・保険・教育の各側面における制度的制約への対応が不可欠である。日本

政府および JICA による PAPRIZ プロジェクトをはじめとする農業支援は、こうした制約を

補完し得る可能性を有しているが、その効果は制度的環境や農民の心理的要因によって左

右されると考えられる。 

そこで本稿では、農村社会におけるグループ形成の役割、つまりリスクシェアリングの

機能に注目する。農業技術の導入を促進するためには、制度的な保険の整備が望ましいが、

その実現には時間を要する。そのため、代替的な仕組みとして農民同士のグループ形成を

通じた協力や相互扶助のメカニズムに着目することが重要であると考える。 

同時に、この課題は単なる途上国支援にとどまらず、日本にとっても重要な意味を持つ。

すなわち、持続的かつ相互利益的な国際協力の実現を通じて、マダガスカルとの友好関係

を深化させることは、日本が国際社会の一員として果たすべき責務であり、世界に対する

影響力を示すと同時に、グローバルな課題解決に積極的に貢献する国家像を体現すること

につながる。日本が有する経済力や技術力を背景に、農村の貧困削減と農業発展を支援す

ることは、SDGs の達成に寄与し、ひいては日本が「信頼されるパートナー」として国際的

な存在感を高める道にもつながる。こうした視点から、本稿はマダガスカルの事例を通じ、

日本の将来像を国際協力と共生の観点から展望する。 
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第２章 先行研究及び本稿の位置づけ 

 

第１節 先行研究 
 既存の研究より、発展途上国の農村における農業技術採択の障壁となる要因の一つとし

て、保険市場の失敗という制約が挙げられている。そのため、保険制度の整備が行われる

ことが望ましいが、保険は制度の複雑性のために整備後、すぐに加入率を上昇させること

を期待することができない。そのため、我々は保険制度の代替的存在として農村コミュニ

ティ内において行われるリスクシェアリングとその形成過程に着目する。したがって、本

節では、保険制度が農業技術採択に与える影響、保険とリスクシェアリングの代替的な関

係性、そして、リスクシェアリングの形成過程についての先行研究をあげる。 

 

第１項 保険制度が農業技術採択に与える影響 

Dean Karlan ら(2014)は、ガーナ北部において、現金給付、保険の給付または購入機会

を設けるよう農家を無作為に割り当てた実験を行った。その結果、保険は農業投資の大幅

な増加と農業におけるリスクの高い投資選択へとつながった。また、Ahmed Mushfid 

Mobarak ら(2013)は、インドの村落において土地を持つ世帯と持たない世帯に対し、降雨

保険を無作為に提供した。その結果、収益性の高い農業技術の採択へとつながった。以上

のように、保険制度が農業技術の採択に影響を及ぼし、また、その効果がアフリカにおい

ても確認できる。これらの研究は制度的な保険が存在する場合に農業技術採択が促進され

ることを示しているが、同時に途上国では保険制度が十分に機能していない現実がある。

そのため、本稿では保険の欠如を補完する社会的仕組みとしてのリスクシェアリングに着

目する。 

 

第２項 保険制度とリスクシェアリングの代替的関係性 

Xin Gengら(2018)は、ケニアの農村部において健康保険の影響がリスクシェアリングへ

のアクセスに依存するかどうかを検証した。その結果、リスクシェアリングへのアクセス

ができない世帯ほど健康保険による恩恵を受けるということが示唆された。また、Francis

ら(2022)によると、リスク共有を行っている個人の存在は、その人のリスク回避度を低下

させることにより、インデックス保険加入の必要性に対する認識を低下させると述べてい

る。さらに、Francis ら(2008)は、個人ネットワークを介した二者間の保険制度を研究し

た。ここではネットワークは保険の媒介と監視・罰則の情報提供という二重の効果がある

と述べられている。本稿で後述する Erlend Berg ら(2022)の理論モデルも同様に、リスク

シェアリングと保険が代替的な関係性を持つことを数ル敵視示しており、実証分析との整

合性を確保している。以上から、リスクシェアリングは保険制度との間に代替的な関係性

を持っているということが考えられる。 

 

第３項 同質性に基づくグループの形成 

 Nicholas Sabin(2023)は、共同責任信用グループにおける自己選択プロセスを推進する

可能性のある社会的、空間的、経済的、人口統計的要因について研究した。その結果とし

て、財務特性より社会的、空間的に近いメンバーが選択プロセスにおいて優先される可能
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性が高いということを示した。また、Quynh Hoang ら(2021)は、ベトナムにおける農村内

のリスク共有ネットワークについて分析した。その結果として、緊急時に助け合う関係性

の相手を経済状況より民族の近さで決定しており、これがリスク共有の不平等につながっ

ているということを示した。そして、Yashodha(2019)は、親族関係が信頼と信頼できる行

動へ及ぼす異なる影響についてインド農村部の世帯を対象に経済実験を行った。ここでは、

農村における信頼ネットワークが主に血縁で構成されているということを示した。以上よ

り、個人間の同質性により、グループが形成されており、これがリスクシェアリングの形

成過程においても発生しているということが示された。しかし、同質な構成員によるリス

クシェアリングは、共変ショックを受ける可能性を高める。そのため、リスクを増幅させ

る可能性がある。この点を第 3章第 3節にて理論的に検証する。 

 

 

第２節 本稿の位置づけ 
 現状分析でも述べた通り、マダガスカルの貧困状況は深刻であり、今後の人口増加を鑑

みた際、農作物の収穫量増加が実現されない場合、極度の貧困状態に陥る世帯がさらに増

加するということが考えられる。そのため、本稿では、マダガスカルの主要作物である米

の産性向上により、将来の貧困緩和を目標とした政策を提言する。先行研究で述べた通り、

リスクシェアリングが農業技術採択に関して効果的であり、また、リスクシェアリングの

形成過程において同質性が影響を与えるということがわかる。そこで、本稿では二段階最

小二乗法により、リスクシェアリングが農業技術採択に対して与える影響と、グループ内

での同質性の度合いによって発生する影響について考察する。これにより、リスクシェア

リング形成過程に対して干渉する際にどのような政策が望ましいかということを検証する。

農業技術の採用に関してリスクシェアリングと同質性に関して同時に注目した論文はまだ

少なく、その点で本稿には新規性があるといえる。 

 以上のことから、本稿ではマダガスカルにおいて将来的に極度の貧困状態である世帯が

大量に発生してしまうことを防止するため、主食である米の生産性向上に寄与する農業技

術の採用に注目した。そのため、リスクシェアリングが農業技術採択に影響を与えるとい

う仮説を立て、また、同様にリスクシェアリングの形成過程において影響を与えるグルー

プメンバーの同質性が与える影響についても同様に検証する。その分析をもとに農業技術

採択を進める政策を提案する。それにより、マダガスカルの貧困解消に寄与できると考え

る。 
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第３章 理論 

 ここでは、リスクシェアリングが農業技術採択へと影響を与えるということを説明する

ために、保険制度が農業技術採択につながることを示す理論、保険とリスクシェアリング

の間にある代替的な関係性を示す理論をそれぞれ紹介する。 

 

第１節 保険制度と農業技術採択の関係性に関する理論 
 保険制度と農業技術採択の関係性について説明した理論モデルとして、Jeremy R. 

Magruder (2018)の理論モデルを使用する。本モデルは家計の現在と将来の消費・貯蓄選択

の経済的意思決定を 2期間でとらえる二期間モデル(two period model)をベースとしてい

る。二期間モデルでは家計は 2 期間にわたって生きており、限られた予算制約の中で消費

と貯蓄を選択し、2期間の効用の合計を最大化することを目的とする。 

 

 

 
制約式                     

 

 

   
s:不確実な世界の状況 :世界の状況の発生確率 

t:技術的な生産関数 :農家の任意の技術実現に関する信念 

x:投入資材 a:貯蓄資産への投資 β:割引率 

 

 ベンチマークとして、fs(x),f’s(x)は sについて増加すると仮定する。それに基づき、

稲田の条件を以下のように仮定する。 

 
 これは、x=0 に近いほど f’(x)が大きくなることを意味する。つまり、投入資材が増え

るにつれて新たに増加する生産量が減少していくということを示している。以上の仮定よ

り、農家は次の第一階条件を実現する。 

 
 そして、 

 
 ここから不完全な保険が投入量を減少させることを見ていく。 

１ 完全保険の場合  

 すべての状態 sにおいて消費 は一定となる 

 

 を完全保険に関する乗数とすると 2つの一次条件は次のことを示している。 

 
２ 完全保険なしの場合 
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 これらは信用制約を受けていない場合 

 である。 

 そのため、右辺の右側の項は負の値となる。このとき、左辺との釣り合いをとるために

右辺の左側の項の数値を高める必要がある。そこで稲田の条件より、投入資材 x を少なく

することによって対応すると考えられる。そのため、完全保険がある場合、人々は投資を

増やすと考えることができる。 

 

 

第２節 保険とリスクシェアリングの代替的な関係性に 

    関する理論 
ここで使用する Erlend Berg ら（2022）の理論モデルでは、農民はコストを負担するこ

となくリスクシェアリング制度（以下「RS」）を実施すると仮定される。各農民は所得の

一部を共同積立金に拠出し、それが全農民に均等に分配される。農民数を無限と仮定する

と、農民𝑖が共有口座から受け取る額は E(θyi)=θx となる。したがって、RS 実施後にお

ける農民𝑖の所得は次の式で表される。 

 
𝜃𝑥 + (1 −  𝜃)𝑦𝑖 

 

 x：地域的リスク   y：農民𝑖に固有のリスク 

θ: 所得のうち共同積立金として拠出される比率 

 

保険料が公正に設定されている場合は、農民は両タイプの保険を組み合わせることで

リスクを完全に除去できる。 

• インデックス保険は θに対応する部分を補償 

• 損害保険は (1−θ)に対応する部分を補償 

すなわち、農民が RS を通じてどの程度積立金を拠出しているかが、インデックス保険お

よび損害保険の需要に直接影響する。RS が強いほど、農民が直面する残余リスクは地域的

リスクに集中するため、インデックス保険の需要は増加し、損害保険の需要は減少する。

以上より、リスクシェアリングは損害保険に対して代替的な関係性を持ち、一方インデッ

クス保険に関しては補完的な関係性を持つことがわかる。 

 

 

第３節 同質な特性を持つリスクシェアリング構成員が 

    リスクシェアリング全体のリスクを増大させる 

    ことを示す理論 
 同質な特性を持つリスクシェアリング構成員がリスクシェアリング全体のリスクを増大

させることを示す理論 Robert M. Townsend（1994）は、貧困でリスクの高い村において完

全な保険モデルを検証した。このモデルは統計的に棄却されたが、家計消費が村の平均消

費と連動していることを示した。これに基づくと、リスクシェアリングにおいて同じ村に

住むというような同質な特性を持つ構成員同士は同様の平均消費を示すことがわかる。そ

のため、共変ショックを受ける際に受けるダメージも同様であることがわかる。そのため、

同質な特性を持つリスクシェアリング構成員が増大するほど、リスクシェアリング全体で
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のリスクテイクの可能性が上昇する。 

 

 

第４節 理論モデルまとめ 
 第一節より保険制度が農業技術採択につながることを示す理論が示された。また、第

二節より保険とリスクシェアリングの間にある代替的な関係性を示す理論が示された。こ

れによりリスクシェアリングが損害保険制度の代替的な役割を果たし、農業技術採用を補

助するということが考えられる。これに加え、第三節より同質な特性を持つリスクシェア

リング構成員がリスクシェアリング全体のリスクを増大させることを示す理論が示された。

そのため、リスクシェアリングに保険としての役割を求めた際、リスクの増大に伴い、保

険機能としての魅力が低下するということがわかる。 
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第４章 分析 

 

第１節 検証仮説 
以上の現状分析、先行研究および理論モデルを踏まえ、検証仮説Ⅰ「リスクシェアリン

グが行われている世帯ほど化学肥料の導入を行う」、検証仮説Ⅱ「個人が持つリスクシェ

アリングの構成員との同質性が化学肥料の導入に影響を与える」を設定し分析を行う。検

証仮説Ⅰは「リスクシェアリングが行われている世帯ほど化学肥料の導入を行う」である。

これは第 3 章第 1 節・第 3 章第 2 節に基づき、リスクシェアリングが保険の代替として機

能し、化学肥料の導入を促進するということを確認することを目的とする。検証仮説Ⅱは

「個人が持つリスクシェアリングの構成員との同質性が化学肥料の導入に影響を与える」

である。これは第 3 章第 3 節に基づき、構成員の同質性が共変ショックへの脆弱性を高め、

採用を阻害する可能性を検証するものである。これらの分析には統計ソフト Stata18 を用

いる。  

 

 

第２節 調査地域の基本情報 
本節では、マダガスカル農村で実施した調査の地域ごとの基本情報について述べる。本

稿は、本研究会 13 期生が 2025 年 8 月にマダガスカルの農村にて実施した、世帯への聞き

取り調査のデータを基にしている。調査地は Morondava 地域、Fianarantsoa 地域、

Tamatave 地域の 3 地域に分類される。Morondava 地域では 8 村、Fianarantsoa 地域では 7

村、Tamatave地域では 8村調査し、合計で 23の農村に対して調査を行った。調査方法は、

独自作成の調査票による構造化インタビュー方式により実施した。マダガスカル語の通訳

として Antananarivo 大学の学生が調査へ同行し、計 669世帯のサンプルを採取した。本

研究では農業 669 世帯のうち、分析に用いるサンプルは農業関連データが使用可能なもの

のうち欠損地除去後の有効観測数 149 世帯のデータを使用する。本稿では世帯主の最終学

歴年数や個人の特性も分析に取り入れている。本稿の分析では世帯ごとの化学肥料導入有

無に焦点を当てるが、調査地域ごとの特性により、異なる様相を呈することが予想される。

そのため各村の特性を理解する為に以下の表を作成した。 

 

（表１）調査農村における特性（筆者作成） 

 
 平均農地面積はいずれの地域においても 1ha以下であり、3地域の平均は 0.401haである

ことがわかる。農地面積の観点から見れば、小規模農家世帯が多いことがわかる。 

また、マダガスカルの教育制度は義務教育課程である初等教育が 5 年間、中等教育は前

期と後期に分かれており、前期中等教育が 4 年間、後期中等教育が 3 年間、そして、高等

教育が 4 年間となっている。上記 3 村では初等教育の修了段階にすべての村が到達してい

るが、中等教育に進学しても多くの世帯主が中等教育を終了していないことがわかる。以

下の表から、義務教育課程である初等教育が最終学歴年数である世帯主が 2 人に 1 人であ

ることがわかり、また、中等教育以上に進むことができていたとしても後期中等教育まで

進むことができている人数は少なく、おおよそ中等教育進学者の 4 割程度であると概算す

地域名 世帯数 平均農地面積（ha） 平均世帯主 学歴年数（年） 化学肥料使用 世帯割合(%)

Morondava 71 0.634 6.662 36.364

Fianarantsoa 71 0.170 5.962 65.278

Tamatave 26 0.353 6.231 15.385

全体 168 0.401 6.304 45.143
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ることができる。（表２） 

化学肥料使用世帯割合については 3 村で大きくばらつきがあり、Fianarantsoa 地域では

6 割を超えるものの、Morondava 地域、Tamatave 地域においては 50%未満の水準である。

Tamatave 地域よりも Morondava 地域において化学肥料使用世帯割合が上回る理由は 2 点考

えられる。今回調査した Tamatave地域の農村は海岸付近に位置するものがあり、漁村とし

ての側面を有している村がある。そのため、Tamatave 地域の村では食料獲得先が多様化さ

れているため、農業生産量を向上させる意欲が他地域に比べ低い可能性があることが考え

られる。また、前年度に Morondava 地域において化学肥料の配布が行われていたため、

Morondava 地域における肥料使用世帯割合が Tamatave 地域を上回った可能性があることが

考えられる。Fianarantsoa 地域の結果はマダガスカル内の代表的な米の生産地としての特

性が反映され、他の地域よりも高い結果がでたものと考えられる。それにもかかわらず、

約 4 割の人々が未だに化学肥料を不使用であり、農業生産性向上の余地はいずれの地域に

も大きく残されているといえる。 

 

（表２）3村における世帯主の最終学歴段階（筆者作成） 

 
 

第３節 分析の方向性・各変数の説明 
本節では以下の 2つの仮説について検証する。 

仮説Ⅰ「リスクシェアリングが行われている世帯ほど化学肥料の導入を行う」 

仮説Ⅱ「個人が持つリスクシェアリングの構成員との同質性が化学肥料の導入に影響を与

える」 

 各世帯が持つリスクシェアリングが化学肥料の導入に与える影響を推計するために仮説

Ⅰ,Ⅱを検証する。仮説検証において重要な変数は仮説Ⅰにおいてはリスクシェアリング

規模、仮説Ⅱにおいてはリスクシェアリングにおける構成員の同質性の２つである。加え

て、コントロール変数として化学肥料の導入やリスクシェアリングの形成に影響を与える

と考えられる健康特性、性格特性、世帯特性、農業特性、災害特性、地域特性を推計式に

導入する。 
 以下で各特性に対応する変数を列挙する。健康特性として身長・体重を用いる。性格特

性として big5指標・リスク回避性・損失回避性を用いる。世帯特性としてローン申請・ラ

ジオ所持・家畜所持（牛・豚・鳥）を用いる。農業特性として農地面積・耕作年数を用い

る。災害特性として大雨回数を用いる。地域特性としてビレッジダミーを用いる。これら

の変数の定義は以下の表３のとおりである。また、分析の推計式には被説明変数が化学肥

料の導入有無というダミー変数になることを考慮し、Probitモデルを使用する。 
 以上より、個人 i の化学肥料導入行動𝑦𝑖（1=化学肥料導入、0=化学肥料未導入）を従属

変数とすると、分析の推計式は以下の通りとなる。 

𝑃(𝑦𝑖 = 1|𝑋𝑖) = 𝛷(𝛽0+𝛽1(リスクシェアリング規模) + 𝛽2(構成員の同質性) + 𝛽3(身長)

+ 𝛽4(体重) + 𝛽5(誠実性) + 𝛽6(協調性) + 𝛽7(情緒安定性) + 𝛽8(開放性)

+ 𝛽9(外向性) + 𝛽10(リスク回避性) + 𝛽11(損失回避性) + 𝛽12(ローン申請)

+ 𝛽13(ラジオ所持) + 𝛽14(牛所持) + 𝛽15(豚所持) + 𝛽16(鶏所持)

+ 𝛽17(農地面積) + 𝛽18(耕作年数) + 𝛽19(大雨回数) + 𝛽20(𝑣𝑖𝑙𝑙𝑎𝑔𝑒 𝑖𝑑) + 𝜀𝑖) 

 

最終学歴 期間 人数 割合(%)

初等教育 5年 88 52.38

前期中等教育 4年 49 29.17

後期中等教育 3年 28 16.67

高等教育 4年 3 1.79
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（表３）計量分析に用いる変数定義（筆者作成） 

 

 

 

第４節 基本統計量 
 仮説Ⅰ、Ⅱの立証のために計量分析で用いる基本統計量を以下の表４に示す。 

 

（表４）計量分析に用いる基本統計量（筆者作成） 
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第５節 分析結果・考察 
 

（表５）プロビット分析結果（筆者作成） 

 
  

 マダガスカルにおける化学肥料導入に影響のある変数は、リスクシェアリング規模、構

成員の同質性、外向性、ラジオ所持、牛所持、大雨回数であった。  

 リスクシェアリング規模が正の影響を与えており、10％の水準で有意であることは、

「リスクシェアリングが行われている世帯ほど化学肥料の導入を行う」という仮説Ⅰを支

持する結果となった。このことから、リスクシェアリングの規模が大きくなるほど化学肥

料を導入するということがわかる。これは、先行研究から読み取った通り、リスクシェア

リングが保険の役割を果たし、化学肥料という新たな技術を導入したということがわか

る。  

 構成員の同質性が負の影響を与えており、5％の水準で有意であるということは「個人

が持つリスクシェアリングの構成員との同質性が化学肥料の導入に悪影響を与える」とい

う仮説Ⅱを支持する結果となった。リスクシェアリングにおいて同じような性質を持つ構

成員が増えれば増えるほど、化学肥料の導入に悪影響を与えることになる。今回の分析で

は同質性を同じ村に住むかつ親族であるとしている。そのため、リスクシェアリング全体

の共変ショックへの対応力が減少することで、保険機能としての魅力が低下したため化学

肥料の導入と構成員の同質性が負の影響を与えたと考えられる。そのため、他属性の構成

員を増やすことで同質性を持つ構成員の割合が減少し、化学肥料の導入を促進するという

ことがわかる。  

 外向性やラジオ所持については正の影響を与えており、外向性については 5％の水準、

ラジオ所持については 1％の水準で有意な結果となった。外向性の高い個人は自発的に交

流を行い、多くの情報を入手する。ラジオを所持する個人についてもラジオを経由し、多
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様な情報を入手する。このようにして獲得した情報により、化学肥料の成果やコストなど

の不確実性を軽減し、導入の手助けとなることが示唆される。また、ラジオについては、

ラジオを所持することのできる家庭の経済的余裕を反映している可能性も示唆される。牛

の所持についても正の影響を与えており、5％の水準で有意な結果となった。家畜は農村

における典型的なリスクヘッジ用資産である。収入が悪い年や不作の年には牛を売却する

ことで現金を得られる。このことから牛が保険の役割を果たすことにより化学肥料の導入

を促進するということが示唆される。大雨回数についても正の影響を与えており、10%の

水準で有意な結果となった。大雨は土壌の栄養分を流し去る。これに対応するために外部

投入財である化学肥料の使用を求めるという可能性を示唆する。 
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第５章 政策提言 
 

第１節 政策提言の方向性 
 本研究の結果、「リスクシェアリングの規模が大きい農家ほど化学肥料を導入している」

こと、「リスクシェアリングにおいて同じような性質を持つ構成員が増えれば増えるほど、

化学肥料の導入に悪影響を与えること」が明らかとなった。また、「ラジオを所有してい

る農家は化学肥料を導入する傾向があること」がわかる。 

 これらの研究結果から、「参加型ラジオ番組を活用した農業情報共有プロジェクト」、

「共同実験における小規模グループ形成プロジェクト」「インデックス保険の導入による

リスク補完政策」の３つの政策提言を行う。これらは短期的、中期的、長期的の３段階で

農家の行動変容を促すことを目的とする。その全体像を以下に図で示す。 

（図５）政策提言の全体像（筆者作成） 

 
 

 

 

第２節 政策提言① 参加型ラジオ番組を活用した 

          農業情報共有プロジェクト 
 

第 1項 はじめに 
 マダガスカル農村における化学肥料導入を妨げる要因の一つとして、情報の不足と新技

術に対する不信感が挙げられる。本研究の定量分析では、ラジオの所持が化学肥料導入に

有意に正の影響を与えており（係数 0.79、有意水準 1％）、情報アクセスの有無が技術採

用行動を左右していることが明らかとなった。しかし、調査地域におけるラジオ所持率は

49.71％（筆者調べ）にとどまり、半数の世帯は放送を聴取できない状況にある。また、

識字率を測る指標として実施した教科書読み解き問題においては「教科書を不自由なく読

めた」割合は 32.55％（筆者調べ）に過ぎず、文字による情報伝達が十分に機能していな

いことがわかる。さらに、スマートフォンやテレビの普及率も低く、農業技術や市場情報

は村内での会話に依存して閉鎖的に循環している。このような環境の中では、情報不足が

ある上に誤解や不正確な噂が広まりやすく、化学肥料の利用に対する不信感を強める構造
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が形成されている。 

  このような情報制約下において、ラジオは識字能力に依存せず、電力や通信環境が脆弱

な地域でも活用できる有効な手段である。Hudson et al. (2017) は、サブサハラ・アフリ

カの小規模農家を対象とした実証研究において、ラジオ放送と携帯電話を組み合わせた参

加型ラジオプログラムが、農民の情報アクセスを大きく改善したことを示している。特に、

放送を村単位で共同聴取し、討議を行い、携帯電話を用いて放送局へ意見を送信する仕組

みが、技術理解と信頼形成を同時に促進したと報告している。 

  本稿では、こうした先行研究の知見を踏まえ、マダガスカル農業省・大学機関・農業普

及員・地方ラジオ局・NGO が連携して、「参加型ラジオ番組を活用した農業情報共有プロ

ジェクト」を導入することを提言する。本政策は、ラジオ非所持層を含めたすべての農民

が正確な農業情報にアクセスできる環境を整備し、対話を通じて化学肥料への理解と信頼

を深めることを目的とするものである。 

  

第 2項 政策提言の概要  

 本プロジェクトは、マダガスカル農業省と大学機関が協働して制作する参加型ラジオ番

組を、地方ラジオ局の既存放送網を通じて農村へ発信するものである。番組内容は、化学

肥料の適切な使用法、収量向上の成功事例、誤用による失敗から得られた教訓、さらに地

元農民による体験談など、地域の現実に即したテーマを中心とする。 

 各村では、共同聴取会を定期的に開催する。この共同聴取会は月に１回行われ、ラジオ

所持者・不所持者に関わらず参加者全員が放送を聴取する。会場は学校や集会所などの公

共空間とし、誰もが参加しやすい開かれた形で運営される。聴取後には、司会役を務める

農業普及員または村長が議論を主導し、Hudson et al. (2017) が提唱する「Listen–

Discuss–Act（聞く・議論する・行動する）」の三段階モデルに基づいて進行する。まず、

参加者全員で放送内容を確認し、その後小規模のグループに分かれて「どの技術が有効か」

「自分たちの農地でどのように適用できるか」を討議する。最後に、次回放送までの間に

実践すべき行動計画を策定することで、学びを行動へと接続する。 

 これらの共同聴取会で得られた意見や質問は、携帯電話を通じて放送局に送信され、集

約される。ラジオ局はその内容を次回放送で取り上げ、農民の声を番組内で紹介する。こ

の双方向的仕組みによって、農民は「聞く側」から「番組を共に作る側」へと転じ、地域

社会が主体的に情報を循環させる仕組みが生まれる。 

  

第 3項 期待できる効果 
 本プロジェクトの第一の効果は、情報格差の是正と知識の共有化である。共同聴取会と

いう公開の場を設けることで、ラジオの所持有無にかかわらず全ての農民が放送内容にア

クセスでき、地域内での情報不均衡が緩和される。これにより、誤った情報や噂による不

信感が軽減され、化学肥料導入に関する理解が深まる。特に識字率の低い農民にとって、

音声による説明は視覚的教材よりも効果的であり、理解度を高める手段となる。 

 第二の効果は、主体的学習と社会的学びの促進である。ラジオ放送を単に受動的に聴く

のではなく、グループ内で議論し、実践計画を立てることで、知識が「外部から与えられ

る情報」から「自らの経験に基づく理解」へと変化する。このプロセスは Hudson et al. 

(2017) の指摘する「能動的な情報処理による学習効果」に合致しており、技術導入の持続

性を高めることが期待される。 

 第三の効果は、信頼形成と普及員への信頼性の向上である。番組制作や討議に農民自身

が関与することで、農業普及員や行政、大学機関などの外部からの支援者への心理的距離

が縮まり、信頼関係が生まれる。Hudson et al. (2017) の研究でも、双方向的対話が農民

と普及員の相互理解を促進し、政策実施への協力意欲を高めたと報告されている。マダガ

スカルにおいても同様の効果が見込まれ、ラジオ放送を契機に行政・研究機関・農民が協

働する構造を形成できる。 
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 そして第四に、この共同聴取会を通じて形成されるコミュニティは、次段階の「共同実

験型小規模グループ」形成の基盤となる点で極めて重要である。第３節で提言する小規模

グループ政策では、非親戚間のネットワークを活かした協働実験を通じて新しい信頼を築

くことを目的としているが、その際に共同聴取会で培われた討議経験などが有効に機能す

る。ラジオを介して議論を行った農民同士が、次の段階では小規模な実践グループとして

活動することで、知識共有が実践的信頼へと発展し、地域の社会関係資本が累積的に強化

される。さらに、参加型放送を通じて向上した普及員への信頼は、小規模グループ活動の

定着や拡張にも寄与し、行政支援へのアクセスを円滑にするだろう。これが第３節の効果

として挙げられるリスクシェアリングの強化にも結び付いていく礎として本政策が機能す

ると考える理由である。 

 

（図６）政策①期待できる効果（筆者作成） 

 
 

第 4項 実現可能性 
 本プロジェクトの実現には、ラジオ、簡易スピーカー、携帯電話などの機材が必要とな

る。これらの調達・設置は、農業普及員が主導し、現地の社会的ネットワークを活かして

行うことができる。 農村部では既に普及員や村長もしくは宗教の長を中心とした組織的な

枠組みが存在するため、共同聴取会の設立や運営を新たに制度化する必要がない場合もあ

る。既存の公共施設（学校・集会所・宗教施設など）を活用することで、低コストでの導

入が可能である。 

 また、地方ラジオ局の既存放送網を活用することで、放送にかかるコストを極めて低水

準に抑えることができる。実際に、本研究会が過去にマダガスカル国内のラジオ番組へ出

演した際のデータによると、週に１回の放送実施で月に１万円程度であった。これをふま

え、月１回の参加型ラジオの放送に伴う費用は月に数千円程度であると考えられる。 

 番組制作は、マダガスカル農業省と大学機関が連携し、地方ラジオ局の放送網を利用し

て行う。Hudson et al. (2017) の分析によれば、このようなラジオと ICTを統合した情報

発信モデルは、放送 1 回あたり数千人規模の農民に影響を与えうる費用対効果の高い手法

である。したがって、本プロジェクトは短期的に情報アクセスを改善し、長期的には地域

内に持続的な知識循環を生み出す、現実的かつ波及性の高い政策であるといえる。 
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第３節 政策提言② 共同実験における 

          小規模グループ形成プロジェクト 

 
第 1項 はじめに 
 本研究の定量分析から、リスクシェアリングの規模が大きくなるほど化学肥料を導入す

るということ、また、リスクシェアリングにおいて同じような性質を持つ構成員が増えれ

ば増えるほど、化学肥料の導入に悪影響を与えるということも明らかとなった。 

 これらの分析結果は、親戚以外の農家と信頼関係を築き、リスクを分散できるネットワ

ークの形成が、新しい農業技術の普及を促進する上で不可欠であることを示している。し

たがって、今後の政策介入では、非親戚間の信頼関係を育む仕組みを構築し、心理的・経

済的リスクを軽減することが求められる。 

 以下では、その具体的な方策として、共同実験型小規模グループによる非親戚ネットワ

ーク形成政策を提案する。 

 

第 2項 政策提言の概要 
 本政策は、マダガスカル農村において親戚以外の農家との信頼関係を構築し、化学肥料

や新種作物などの農業技術導入を促進することを目的とする。従来、農家は親戚や近隣と

のみ強い結びつきを維持しており、失敗した際に頼れる非親戚ネットワークは極めて限定

的であった。その結果、技術導入に伴う失敗リスクを個人で抱え込み、新しい試みに挑戦

しにくい構造が形成されている。 

 社会関係資本理論の観点からは、Lyon（2000）が述べているように、異なる属性の人々

が協働することで「橋渡し型社会関係資本」が形成され、新たな情報や資源の流通が促進

される。また、信頼・ネットワーク・社会規範が相互に作用することで、地域社会におけ

る協調的行動を可能にする社会関係資本が構築される。Baliamoune-Lutz（2011）も、信

頼関係がリスク共有や相互支援を通じて地域開発の成果を高めることを指摘している。こ

れらを踏まえれば、グループ形成は単なる組織化の促進ではなく、農村社会における新し

い信頼関係の構築を通じて、リスクシェアリングを可能にする制度的仕組みと位置づけら

れる。 

 具体的には、各地域(Morondava、Fianarantsoa、Tamatave)の各村で、3〜5 人の農家か

らなる小規模のグループを５グループ程度編成する。 参加者は、一つ目の政策提言で形成

されたコミュニティの中から普段あまり交流のない非親戚農家を優先して選び、村の共有

地や村長管理地を活用して共同実験畑を設置する。化学肥料や新種作物などの新しい農業

技術を小規模に導入し、グループ全員で作業・観察・記録を行う。各農家が自分の担当区

画を持ちながらも、共同実験畑において互いの取り組みを日常的に確認できることで、実

践を通じた相互学習と信頼形成が自然に進むことが期待される。 

 活動内容や成果については、月に 1 回、普及員が村の集会所を訪れ、各グループから報

告を受ける仕組みとする。その際、農家からの相談や質問に対して普及員が助言を行い、

必要に応じて次回までの改善方針を提示する。助成金は全グループに同額を支給し、成果

の優劣ではなく挑戦と協働の姿勢を重視する制度設計とする。初回支給時には必要な資材

（肥料・種子など）の購入を可能とし、月 1 回の成果共有会への参加を条件に追加給付を

行う。成果会では各グループの取り組み内容や観察結果を発表し合い、成功・失敗にかか

わらず経験を村全体で共有することで、非親戚農家間のつながりが広がり、学び合いの文

化が醸成される。 

 普及員の役割は、月 1 回の成果会に合わせた観察と助言に限定され、日常的な監視は行

わない。これにより普及員の負担を抑えつつ、農家主体の協働を促進する。初年度は 1 村

あたり 5グループ程度で開始し、成果をもとに段階的に他村へ拡大する。 
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 本政策の中心的な狙いは、親戚関係に依存しない「新しい信頼のネットワーク」を育む

ことである。共同での実験や成果共有を通じて、「この人は本気で農業に取り組んでい

る」「困ったときには支え合える」という相互理解が形成され、長期的には金銭面・情報

面でのリスクシェアリングの基盤が構築される。こうした信頼の蓄積は、将来的に農家が

独立して新しい技術を導入する際の心理的障壁を下げ、地域全体の技術普及を持続的に後

押しすることが期待される。 

  

第 3項 期待できる効果 
 まず、普及員による定期的な訪問と助言を通じて、グループ内での情報共有や学び合い

が促進される。普及員とのやり取りをきっかけに、農家同士の交流も活発化し、互いの経

験や技術を共有する機会が増える。継続的な協働経験が信頼を育み、その信頼がグループ

全体の協働を強化し、情報の正確性と受容性を高めると考えられる。 

 次に、このようなグループ活動を通じて農家間の信頼関係が構築され、リスクシェアリ

ング機能を持つ新たな社会的基盤が形成されることが期待される。これまで親戚関係の中

で限定的に行われてきた相互扶助が、非親戚間にも広がることで、互いに支え合うネット

ワークが地域全体に根づくようになる。Lyon（2000）は、信頼・ネットワーク・社会的規

範が相互に作用して社会関係資本を形成することを指摘しており、本政策はまさにその形

成過程を促進するものである。こうした信頼に基づくネットワークは、農家が困難に直面

した際のリスク共有を可能にするとともに、「支えてくれる仲間がいる」という安心感を

もたらし、化学肥料など新しい農業技術の導入意欲を高める。 

 

（図７）政策②期待できる効果（筆者作成） 

 
 

第 4項 実現可能性 
 本プロジェクトの実現可能性は高いと考えられる。 

 第一に、マダガスカル農村には、教会や週末のマーケットなど、住民が定期的に集う社

会的空間が存在しており、これらの場を活用することで、追加的な施設整備を行わずにグ

ループ活動や成果共有会を実施できる。これらの場はすでに地域社会の信頼関係の基盤と

なっており、新たな「非親戚間ネットワーク」の形成を自然な形で促進できる環境が整っ

ている。また、農業普及員がすでに各村に配置されており、彼らをグループ活動の補助・

観察・記録支援の役割に位置づけることで、現場に即した形での運営が可能である。 

 第二に、コスト面での実現可能性も極めて高い。本プロジェクトでは、大規模なインフ

ラ整備を伴わず、少額の助成金と、必要な資材（肥料・種子など）の支給を中心とするた

め、1村あたりの年間費用はおおよそ 100〜150万アリアリ（約 3〜5万円）程度に抑えられ
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ると見込まれる。さらに、月１回のグループ成果共有会および普及員（マダガスカル農業

省所属）による訪問・助言を前提とした交通費・運営費を含めても、1 村あたり年間総費

用は約 5～8 万円であり、3 地域それぞれ 5 ヶ村で算出すると、約 100 万円となる。外務省

国際協力局「政府開発援助（ODA）国別データ集 2024」から計算すると、2019 年～2023 年

の五年間の平均無償資金協力金が 22.5億円であり、本政策を行う上での必要額約 100万円

はこの内の約 4.4%にあたり、十分に賄える規模である。 

 以上のように、本プロジェクトは既存の社会的基盤と人的資源を活用しつつ、低コス

ト・段階的導入で展開可能な設計となっている。そのため、インフラや ICT 環境が十分で

ないマダガスカル農村でも、現実的かつ持続可能な形での実施が可能であるといえる。 

 

第４節 政策提言③ インデックス保険の導入によるリス

ク補完政策 

 
第1項 はじめに 

 先行研究と本研究の分析結果から、マダガスカル農村におけるリスクシェアリングは、

保険制度の代替的な機能を果たしており、化学肥料導入に対して有意に正の影響を与えて

いることが明らかとなった。すなわち、相互扶助を基盤とする社会的信頼関係が、農民の

新しい技術導入を支える重要な要素となっている。しかし、リスクシェアリングは病気や

盗難などの個別ショックには有効であるものの、干ばつや洪水、価格変動など地域全体に

影響を及ぼす共変ショックへの対応には限界がある。こうしたリスク構造の偏在を克服す

るためには、非公式なリスク分散の仕組みを維持しつつ、それを制度的に補完する枠組み

の整備が求められる。 

 この点で有効なのが、降雨量や収量などの客観的なデータに基づいて保険金が支払われ

るインデックス保険である。本政策では、リスクシェアリングの社会的基盤を活かしなが

ら、インデックス保険を導入することで、農民のリスク管理能力を個人レベルから地域・

制度レベルへと拡張することを目的とする。また、リスクシェアリングとインデックス保

険が補完し合うことで保険制度が充実し、それが化学肥料をはじめとする農業技術導入へ

と結びついていくことを目指す長期的な政策である。 

 

第2項 政策提言の概要 
 本政策は、既存のリスクシェアリング・ネットワークや、第二政策で提案した共同実験

型小規模グループを基盤として、村落単位のインデックス保険制度を導入するものである。

契約単位は個人ではなく、第二政策で形成したグループを基本とし、地域内の相互信頼を

維持したまま保険加入を促進する。降雨量や作物収量などの客観的な指標に基づいて補償

額が自動的に算出される仕組みとすることで、保険金の支払いに関する不信感を軽減し、

透明性を確保する。 

 導入初期には、JICA が保険料の一部を補助し、経済的負担を軽減する。また、第一政策

で整備されたラジオ放送を活用して、保険の仕組みや補償条件をわかりやすく説明し、地

域全体での理解を促す。加えて、第二政策で形成された小規模グループの枠組みを活かし、

グループ単位で保険加入を検討する「共同学習会」を開催することで、制度への理解と信

頼を高める。このように、情報普及・社会的信頼・制度的補償を段階的に接続することで、

農村社会のリスク管理を非公式から公式の制度的なものへと漸進的に拡張していくことを

目指す。 
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第 3項 期待できる効果  

 第一に、インデックス保険の導入は、リスクシェアリングでは対応できない共変ショッ

クに対する制度的補完を可能にする。干ばつや洪水など地域的災害発生時に、客観的デー

タに基づいて迅速に補償が行われることで、農民の収入変動リスクが軽減され、化学肥料

や改良種子などへの投資をためらう要因が減少する。 

 第二に、本政策は、社会的信頼に基づくリスクシェアリングと制度的保険の橋渡しを行

う点に特徴がある。グループ単位での加入により、地域社会の監視・相互支援機能が働き、

制度が外部からの押し付けではなく「共同体の仕組みの延長」として受け入れられる。 

 第三に、第一・第二の政策との連動により、情報理解と制度信頼が相乗的に強化される。

ラジオを通じた情報発信が制度理解を支え、共同実験型小規模グループでの協働経験が制

度信頼を形成する。この二つの相乗効果によって、保険加入率と定着率の双方を高めるこ

とが期待される。 

 最終的には、非公式な相互扶助と公式な保険制度が互いを補完し合うことで、リスク管

理の多層的構造が形成される。これにより、マダガスカル農村社会は個人・地域・国家の

各レベルで災害や市場変動への耐性を高める。本研究で明らかにしたリスクシェアリング

の重要性を生かしつつ、インデックス保険をその制度的補完として導入することで、現状

では農業技術導入の障壁となっている不完備な保険市場が充実したものへと変わることで、

マダガスカル農村における化学肥料をはじめとする農業技術の普及を、より持続的に推進

できると考えられる。 

（図８）政策③期待できる効果（筆者作成）

1 
 

第 4項 実現可能性  

 インデックス保険は、ケニアやエチオピアなどアフリカ諸国で既に導入され、一定の成

果を上げている。マダガスカルでも、アフリカ・リスク・キャパシティ（ARC）を通じた

国家レベルの干ばつ保険が試行されており、気象観測データや衛星情報の整備が進む中

で、地方単位への展開も現実的になりつつある。 
 初期段階では、特定地域を対象としたパイロットプロジェクトとして導入し、行政・

JICA・農業普及員が連携して運営体制を構築する。国際機関による再保険支援を活用しつ

つ、地元のラジオ放送と普及員を通じて情報提供と加入支援を行うことで、制度定着を図

る。中長期的には、政府による制度的支援と民間保険会社の参入を促し、地域社会に根付

いた持続的なリスク補完システムの確立を目指す。 

 このように、本政策は既存の社会的ネットワークを基盤とし、国際的支援を取り入れな

がら展開可能な現実的かつ発展的な政策枠組みである。短期的には信頼醸成と理解促進、

長期的には制度化と市場形成を目指すことで、マダガスカル農村社会における包括的なリ

スクマネジメント体制を確立することが期待される。 
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第５節 政策提言のまとめ 

 本章では、本研究の分析結果を基に、マダガスカル農村における化学肥料導入を促進さ

せるための三つの政策を提言した。 

 第 2節では、参加型ラジオ番組を活用した農業情報共有プロジェクトを提言した。本政

策はマダガスカル農業省や大学、地方ラジオ局、農業普及員、NGOなどが連携し、ラジオ

非所持者も含め全ての農民が正確な農業情報にアクセスできる環境を整備することを目的

とする。共同聴取会を通じて意見を交換することにより、農民の理解や信頼を深めること

ができ、技術導入の持続性を高めることが期待される。また、討議の経験を通して形成さ

れる社会関係資本は、次節で紹介する共同実験型小規模グループの活動にも繋がる土台と

なる。 

 第 3節では、共同実験型小規模グループの形成プロジェクトを提言した。農民が非親戚

間で少人数グループを作り、化学肥料の利用や農業技術の共同実験を行うことで、リスク

を分散しつつ技術理解と信頼関係を同時に強化することができる。本プロジェクトは、リ

スクシェアリングが過度に同質的な場合に技術導入に悪影響を与えることを踏まえ、構成

員の多様性を確保する設計となっている。これにより、地域内での情報と信頼の循環が促

進され、技術採用の行動が持続的に拡大すると期待される。 

 第 4 節では、インデックス保険の導入によるリスク補完政策を提言した。自然災害や価

格変動などのリスクに対して、予め条件に応じて支払いが行われる保険制度を導入するこ

とで、農民が化学肥料導入に伴うリスクを恐れずに投資できる環境を整える。本政策によ

り、リスクを分散しつつ生産性向上を図ることが可能となり、農村経済の安定にも寄与す

る。 

 これらの政策を組み合わせることで、情報・信頼・リスクの 3 つの側面から化学肥料導

入の障壁を同時に解消でき、マダガスカル農村における農業技術採用の促進が期待される。

また、参加型ラジオ放送や保険制度の設計・評価には日本の研究機関や技術協力の知見を

活用することが可能であり、日本の国際協力の質を高める効果も見込まれる。特に、日本

の農業技術や農業経済学の知見を現地に応用することで、持続可能な農業開発のモデルを

提示でき、SDGs の達成に向けた国際的貢献としても評価されるだろう。さらに、日本の企

業や研究者がマダガスカルでの実証プロジェクトに関わることで、現地の課題に基づいた

技術開発やサービス提供の経験を積む機会となり、日本国内における農業・保険・情報通

信分野の知見向上にも繋がると考えられる。 

 以上により、本研究の政策提言は、マダガスカル農村の農民に対する直接的な効果に加

え、日本の国際協力のプレゼンス向上、技術・知見の国際的な応用、SDGs 達成への貢献と

いった多面的な影響を持つものである。 
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第６章 おわりに 
本稿では、マダガスカル農村におけるリスクシェアリングが農業技術導入に与える影響

を明らかにすることを目的とし、2025 年に実施した世帯調査データをもとに分析を行った。

分析の結果、リスクシェアリング規模が大きい世帯ほど化学肥料導入の可能性が高く、保

険の代替的役割を果たしていることが確認された。一方、構成員の同質性は導入に負の影

響を与えており、同質的ネットワークが共変ショックに脆弱であることが示唆された。こ

れらの結果は、保険市場が未整備な途上国において、社会的ネットワークが持つ非公式な

リスク分散機能の重要性を示すと同時に、その内部構造の偏りがもたらす限界も明らかに

している。 
また、ラジオ所持や外向性、家畜所有といった要素が導入を促進することが示された点

から、情報アクセスとリスクヘッジ手段の多様化が農民の意思決定を後押しすることが分

かった。これらの知見を踏まえ、短期的、中期的、長期的の三段階で農家の行動変容をも

たらす政策として「参加型ラジオ番組による情報共有」「共同実験型小規模グループの形

成」「インデックス保険の導入」という 3つを提言した。 

本研究の課題を 2 点提示する。まず、同質性の種類として、親族であるか、同じ村に住

んでいるか、という 2 つ属性のみ考慮されている為、本研究で取り上げなかった他の属性

を含めた研究の余地がある。また、本研究では Morondava 地域、Fianarantsoa 地域、

Tamatave 地域の 3 地域のみでの調査・検証となった。本研究の知見が特定の地域的・社会

的文脈に依拠している点を踏まえると、他地域においても同様の分析や結果が再現可能で

あるかを検証する必要がある。 

最後に、本研究は栗田匡相先生の研究指導のもとで進められたものである。多くの有益

で貴重な示唆をいただくとともに、本稿の完成に大きく寄与した。また、調査にて通訳を

してくださった Antananarivo大学の学生の皆様、調査を快く引き受けてくださった農村の

方々にご協力を賜った。ここに感謝の意を評する。本研究が、マダガスカル、ひいてはア

フリカにおける農業の発展を目指すうえでの一助となることを願い、本稿を締めくくる。 
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